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令和８(2026)年３月

川崎市は、日本を代表する大企業や研究開発機関の立地に加え、優れた技術を持つ中堅・中小企業も数多く集積し、ものづくりをはじ

め、商業、サービス業、情報通信業など多様で幅広い産業を有する都市として発展してまいりました。

また、この10年間で市内中小企業の黒字法人数が大きく増加し、女性の就業率が向上するなど、都市としての活力が着実に高まってき

ております。

市内産業を取り巻く現在の状況は、人手不足、物価高騰、ＡＩなどの最先端技術の急激な進化に加え、気候変動の深刻化や自然災害リス

クの増大など社会経済環境が大きく変化しております。このような変化の波を的確に捉え、市内経済の更なる成長の機会として活かすとい

う意識を持つことが、これまで以上に重要となってきております。

このため、臨海部では、国際競争力のある産業拠点としての発展をめざし、これまで扇島地区における水素を軸としたカーボンニュート

ラルの実現に向けた取組や、南渡田地区における世界を変える素材を生み出す拠点の形成など、大規模土地利用転換を進めてまいりまし

た。また、新川崎・創造のもり地区では、市内全域での多様な主体による量子分野のイノベーション創出を目指す「量子イノベーションパー

ク」の推進に向けて、企業・大学等と連携して、量子分野をはじめとした次代の産業を担う人材の育成や研究開発を推進するとともに、量

子・ＡＩ・半導体分野の「知」と「人材」の集積を目指した新たな拠点形成に取り組んでおります。

さらに、このような拠点間の連携や世界で活躍する企業の立地誘導を進めることで、社会的課題の解決や経済成長につながる新技術や

新産業が次々と生み出されるイノベーション・エコシステムの構築を推進しております。

「かわさき産業振興プラン」は、「多様な人材や産業が共創し、イノベーションを生み出すまち」をめざす姿として設

定し、今後12年間の計画期間における、具体的な産業振興施策を定めるものとなります。本プランでは、産業構造

等の変化に対応し、事業者が抱える様々な経営課題の解決を図るため、イノベーション・エコシステムの形成、社会

的課題の解決、中小企業の稼ぐ力の向上等に取り組むこととしています。

本プランに掲げる基本施策等の推進にあたりましては、市内事業者、大学・研究機関、金融機関、関係団体等の

皆様と連携しながら、「力強い産業都市づくり」に取り組んでまいります。

結びに、本プランの策定にあたり、貴重な御意見をお寄せいただきました皆様に深く感謝申し上げますとともに、

関係各位におかれましては、引き続き御協力を賜りますようお願い申し上げます。
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川崎市総合計画（計画期間:H28 (’16)～R7(’25)）

【めざす都市像】 成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき

【川崎市総合計画との関係】

【まちづくりの基本目標】

「安心のふるさとづくり」 「力強い産業都市づくり」

かわさき産業振興プラン（計画期間:H28 (’16)～R7(’25)）

【理念】 多様な人材と産業が創り出す、活力と魅力にあふれる

オープンイノベーション都市かわさき

10月21日 企画課→浜銀総研
両端揃えでお願いいたします
（全部）

（総研⇒市 10/31）
両端揃えに修正（全部）

※一部除く。テキストボッ
クスで示している。

（総研⇒市 10/31）

文書統一ルール「計画名
は原則として「川崎市」を
省くこととします（例「文
化芸術振興計画」）。」に
従うと「川崎市総合計画」
ではなく「総合計画」と表
記すべきだが、第１章だ
けは例外とするか。
⇒最初だけ川崎市総合

計画にし、その他タイト
ル、表は川崎市を入れる
が、それ以外は川崎市を
省く対応にする。

◆ 「かわさき産業振興プラン」の策定趣旨

 本市では、平成28(2016)年に「川崎市総合計画」を上位計画とした、産業振興に関わる分野別計画として「かわさき産業振興プラ
ン」を策定し、産業振興の方向性に基づいた事業に取り組んできました。令和４(2022)年には、「かわさき産業振興プラン 第３期
実行プログラム」を策定し、「多様な人材と産業が創り出す、活力と魅力にあふれるオープンイノベーション都市かわさき」の理念に基づ
き、産業振興施策を展開してきました。

 令和７(2025)年度をもって、本プランの策定から10年が経過し、計画期間が終期を迎えることから、実行プログラムの見直しとあわ
せ、令和６(2024)年度から２か年かけて本プランの策定に向けた検討を重ねてきました。

 人口減少や急速に進展した社会のデジタル化、臨海部における産業構造の転換等、社会経済環境の変化等を踏まえ、総合計画
におけるまちづくりの基本目標である「力強い産業都市づくり」を進めるために、今後12年間を見据えた産業振興の方向性を示し、
本市産業振興施策を効率的かつ効果的に推進するため、本プランの策定を行います。

（総研⇒市 11/11）
全角修正
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◆ （１）「かわさき産業振興プラン」の位置づけ

 「かわさき産業振興プラン」は、総合計画を上位計画とする産業振興に関わる個別計画であり、総合計画に掲げるまちづくりの基本
目標である「力強い産業都市づくり」の実現に向けた、本市の産業振興の方向性を定めるものです。

 平成26(2014)年度に本市経済界が中心となって主体的に検討された、「川崎市における中小企業の活性化のための条例制定につ
いて」の要望を受け、平成28(2016)年４月に「川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例（以下、「中小企業活性
化条例」という。）」が施行されました。本条例は、中小企業の経営力の向上や新事業展開の促進等、実効性のある中小企業活性
化が図られることを目的としており、「かわさき産業振興プラン」は、本条例における中小企業の活性化施策に関する実施計画としての
位置づけも有しています。

産業振興に係る各種個別計画

「川崎市消費者行政推進計画」 （令和８(2026)年３月策定予定）

「かわさき観光振興プラン」 （令和８(2026)年３月策定予定）

「新川崎・創造のもりの機能更新に向けたイノベーション拠点整備基本計画」（令和７(2025)年３月）

「川崎市農業振興計画」 （令和８(2026)年３月策定予定）

「川崎市卸売市場経営プラン」 （令和８(2026)年３月策定予定）

「川崎市中央卸売市場北部市場機能更新に係る基本計画」（令和６(2024)年３月）

かわさき産業振興プラン

川崎市総合計画

【個別計画】
【個別計画】

川
崎
市
中
小
企
業
活
性
化
の
た
め
の

成
長
戦
略
に
関
す
る
条
例

（
「
中
小
企
業
活
性
化
条
例
」
）

【整合・連携】

１-２．「かわさき産業振興プラン」の位置づけ （総研⇒市 11/11）
全角修正

全角修正による改行に
伴う、図形の横幅拡大
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川崎市総合計画

 基本構想：今後30年程度を展望

 基本計画：令和８(2026)年度から令和19(2037)年度までの12年間

第４期 実施計画 第５期 実施計画 第６期 実施計画

かわさき
産業振興プラン

 計画期間：令和８(2026)年度から令和19(2037)年度までの12年間

第４期 実行プログラム 第５期 実行プログラム 第６期 実行プログラム

令和８(2026)年度～令和11(2029)年度 令和12(2030)年度～令和15(2033)年度 令和16(2034)年度～令和19(2037)年度

令和８(2026)年度～令和11(2029)年度 令和12(2030)年度～令和15(2033)年度 令和16(2034)年度～令和19(2037)年度

【川崎市総合計画及び「かわさき産業振興プラン」の計画期間】

◆ （２）「かわさき産業振興プラン」の計画期間

 令和７(2025)年度に改定される総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層構造を基本としています。

 基本構想は今後30年間程度を展望した市政運営の基本理念等を定める構想、基本計画は令和８(2026)年度から概ね12年間
を計画期間とする長期計画、実施計画は令和８(2026)～令和11(2029)年度の４年間を対象とする中期計画と位置づけられて
います。

 総合計画の改定方針を踏まえ、「かわさき産業振興プラン」は、令和８(2026)～令和19(2037)年度までの12年間を新たな計画
期間とし、計画期間中の具体的な取組の方向性を定める実行プログラムを策定します。

 実行プログラムについては、総合計画第４期実施計画と連動し、「かわさき産業振興プラン 第４期実行プログラム」として、令和８
(2026)～令和11(2029)年度の４年間を計画期間とします。

➥実行プログラムの終期を迎えるごとに、柔軟かつ機動的な計画になるよう見直しを行う

（総研⇒市 11/11）
全角修正

全角修正による改行に
伴う、図形の横幅拡大
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◆ （３）「かわさき産業振興プラン」の策定にあたって

 「かわさき産業振興プラン」の策定にあたって、次の点を踏まえて施策の方向性や具体的な取組の検討を進めてきました。

① 市内産業の現状・動向

市内従業者数、事業所数の産業別推移、付加価値額の大都市比較などの基礎情報による市内産業の現状把握を行い、市内産業
の特色、今後の動向等の反映

② 本市を取り巻く社会経済環境の変化

市内中小企業等の持続的な成長を促進し、活性化に向けた取組を推進していくために、生産年齢人口の減少や多様化する経営課題
など社会経済環境の変化の的確な把握

③ データを活用した政策形成

データに基づく現状把握や課題分析、目標設定等を行うなど、政策形成におけるデータの利活用

④ これまでの評価結果及び事業者等の意見

「かわさき産業振興プラン 第３期実行プログラム」における取組を総括し、その結果を踏まえるとともに、残された課題を的確に把握し、そ
の解決を図る取組の検討の実施
また、市内事業者が抱える課題等を的確に認識するため、市内の学識経験者・関係団体等を構成員とした、附属機関である「川崎市
産業振興協議会」の委員の意見や、市内事業所を対象とした実態把握調査、事業者への個別ヒアリングを通じていただいた意見等を
踏まえた検討の実施
（【参考】附属機関での意見聴取（令和６年度以降実施）・川崎市産業振興協議会 ３回 ・中小企業活性化専門部会 ４回）

⑤ 総合計画の改定方針との整合性の考慮

総合計画の改定方針を踏まえ、「かわさき産業振興プラン」は、市民や事業者にとって分かりやすく、状況の変化に応じて目標実現に向け
た過程を柔軟に選択しうる機動的な計画になるよう見直しの実施
また、デジタル化の進展を踏まえ、パソコンやタブレット端末からの閲覧を前提とした横型のレイアウト構成とし、従来の冊子形式による
発行から、アクセス性の向上や環境負荷の軽減等を図るため、電子媒体での作成の推進

（総研⇒市 11/4）
電子媒体だけで作成する
ということは、こちらにアクセ
スできない人を切り捨てる
（かえって格差を広げる）
ことになるように思われ、単
にアクセス性向上だけ触れ
ておくほうがよいかと思われ
ます。

（総研⇒市 11/17）
②と③について文末が「必要があ
ります」となっていますが、①④⑤
は「進めてきました」「進めました」
となっています。策定にあたってど
のように検討を進めてきたかを書く
ところなので、②③も同様の表現
の方がよいのではないでしょうか。
→以下のように変更されてはいか
がでしょうか。
②「取組に反映していく必要があ
ります」⇒「どのように取組に反映
させるべきか検討を進めてきまし
た」
③「積極的に推進する必要があ
ります」⇒「どのように積極的に推
進すべきか検討を進めてきまし
た」
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２-１．市内産業の現状・動向

（１）事業所数・従業者数

（２）産業別事業所数・従業者数

（３）市内総生産・付加価値額特化係数

（４）有業率・離職率等

（５）産業関連施設・集積状況等

（６）本市で創出される多様な価値

（７）本市の地理的優位性

２-２．本市を取り巻く社会経済環境の変化

（１）労働力不足と後継者不足の深刻化

（２）デジタル技術や最先端技術の普及

（３）循環共生型社会の実現に向けた経営環境の変化

（４）価値観や生活様式の多様化・変化

（５）多様化する経営課題や事業環境の加速度的な変化

（６）気候変動による異常気象の増加

（７）不安定かつ競争が激化する世界経済下での

サプライチェーン対策

（総研⇒市 11/17）
２－２のインデントを２－１に
揃えました
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◆ （１）事業所数・従業者数（図-１）

 「経済センサス活動調査」（総務省）によると、令和3(2021)年において事業所数は41,223事業所、従業者数は547,471

人となっています。

 事業所数及び従業者数は平成26(2014)年以降、ほぼ横ばいで推移しています。

※平成18(2006)年以前の数値は「事業所・企業統計調査」（総務省）の数値であり、平成21(2009)年以降の「経済センサス」の数値と単純比較はできない。
※令和3(2021)年の経済センサスは、過年度の経済センサスと調査対象が異なっており、平成21(2009)年～平成28(2016)年の経済センサスの数値と単純比較はできない。

出典：総務省「事業所・企業統計調査」【平成16(2004)年及び平成18(2006)年】、
総務省「経済センサス」 【平成21(2009)年から令和３(2021)年】

41,249 39,260 

43,525 
40,916 42,616 40,934 

41,223 

447,983 459,768 
517,728 

514,781 
554,757 543,812 547,471 

H16('04) H18('06) H21('09) H24('12) H26('14) H28('16) R3('21)

事業所数（件） 従業者数（人）

【図-１ 事業所数・従業者数の推移】
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◆ （２）産業別事業所数・従業者数（表-１）

 事業所数、従業者数ともに、「卸売業，小売業」が平成28(2016)年、令和３(2021)年のいずれも最も多くなっています。

 事業所数の構成比は「情報通信業」、「学術研究，専門・技術サービス業」が上昇し、「宿泊業，飲食サービス業」が低下しています。

 従業者数の構成比は「サービス業（他に分類されないもの）」 、「医療，福祉」 が上昇し、 「学術研究，専門・技術サービス業」が
減少しています。
※「電気・ガス・熱供給・水道業」は対象数が少ないため、上記では言及していません。

※「構成比変化率」は平成28(2016)年時点の産業別の構成率と比べて、令和３(2021)年の構成率がどの程度変化したかを示す指標。

出典：総務省「経済センサス活動調査」【平成28(2016)年、令和３(2021)年】

業種大分類
事業所数 構成比（%） 従業者数 構成比

H28(‘16) R3(‘21) H28(‘16) R3(‘21)
構成比
変化率

H28(‘16) R3(‘21) H28(‘16) R3(‘21)
構成比
変化率

合計 40,934 41,223 100.0 100.0 - 543,812 547,471 100.0 100.0 -

第一次産業 64 74 0.1 0.1 14.8% 650 561 0.1 0.1 -14.3%

農林漁業 64 74 0.2 0.2 14.8% 650 561 0.1 0.1 -14.3%

第二次産業 6,863 6,946 16.8 16.8 0.5% 98,902 99,796 18.2 18.2 0.2%

鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - - - -

建設業 3,829 4,108 9.4 10.0 6.5% 30,420 31,236 5.6 5.7 2.0%

製造業 3,034 2,838 7.4 6.9 -7.1% 68,482 68,560 12.6 12.5 -0.6%

第三次産業 34,007 34,203 83.1 83.0 -0.1% 444,260 447,114 81.7 81.7 0.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 23 41 0.1 0.1 77.0% 1,626 685 0.3 0.1 -58.2%

情報通信業 678 930 1.7 2.3 36.2% 38,364 35,867 7.1 6.6 -7.1%

運輸業，郵便業 1,330 1,248 3.2 3.0 -6.8% 36,745 34,806 6.8 6.4 -5.9%

卸売業，小売業 8,844 8,150 21.6 19.8 -8.5% 100,393 105,391 18.5 19.3 4.3%

金融業，保険業 469 456 1.1 1.1 -3.5% 8,893 7,851 1.6 1.4 -12.3%

不動産業，物品賃貸業 3,853 4,349 9.4 10.5 12.1% 15,772 17,190 2.9 3.1 8.3%

学術研究，専門・技術サービス業 1,716 2,159 4.2 5.2 24.9% 32,983 24,081 6.1 4.4 -27.5%

宿泊業，飲食サービス業 5,827 4,848 14.2 11.8 -17.4% 53,534 45,674 9.8 8.3 -15.3%

生活関連サービス業，娯楽業 3,476 3,208 8.5 7.8 -8.4% 20,298 18,319 3.7 3.3 -10.4%

教育，学習支援業 1,407 1,515 3.4 3.7 6.9% 21,819 21,624 4.0 3.9 -1.6%

医療，福祉 4,178 4,841 10.2 11.7 15.1% 71,516 85,460 13.2 15.6 18.7%

複合サービス事業 143 144 0.3 0.3 0.0% 3,524 3,430 0.6 0.6 -3.3%

サービス業（他に分類されないもの） 2,063 2,314 5.0 5.6 11.4% 38,793 46,736 7.1 8.5 19.7%

【表-１ 産業大分類別の事業所数・従業者数の推移】

（総研⇒市 11/11）
全角修正

（総研⇒市 11/17）
「考慮に入れていません。」の表
現について「上記では言及してい
ません。」としてはいかがでしょうか。
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◆ （３）市内総生産・付加価値額特化係数

 市内総生産（実質）は令和元（2019）年度に減少したものの、令和３（2021）年度から緩やかに増加し、令和４(2022)年
度で6兆1,915億円となっています。（図-２）

 市内総生産（名目）の産業別構成比では製造業が最も高く、全体構成比22.4％となっています。また、特化係数（各産業の地
域における集積の程度を示す指標）を首都圏政令指定都市と比較すると、特に情報通信業で高くなっています。（図-３、表-２）

※相模原市の情報通信業は秘匿値のため特化係数算出不可

出典：総務省「経済センサス活動調査」【令和３(2021)年】

【図-２ 市内総生産の推移】

【図-３ 首都圏政令指定都市特化係数（付加価値額）比較】

【表-２ 市内総生産（名目）の産業別構成比】

出典：川崎市「川崎市市民経済計算 令和４年度」

政令市平均

(R3('21))

全県計

(R3('21))

金額

(10億円)
構成比 構成比 構成比

第１次 農林水産業 2 0.0% 0.1% 0.9%

鉱業 1 0.0% 0.0% 0.1%

製造業 1,369 22.4% 12.9% 21.5%

建設業 325 5.3% 5.5% 5.6%

電気・ガス・水道・廃棄物

処理業
205 3.4% 2.6% 2.8%

卸売・小売業 595 9.7% 16.4% 13.1%

運輸・郵便業 260 4.3% 4.5% 4.1%

宿泊・飲食サービス業 83 1.3% 1.6% 1.4%

情報通信業 447 7.3% 6.6% 4.9%

金融・保険業 143 2.3% 4.3% 4.2%

不動産業 1,068 17.4% 13.3% 12.0%

専門・科学技術、業務支援

サービス業
466 7.6% 11.7% 8.5%

公務 194 3.2% 4.1% 4.4%

教育 189 3.1% 3.9% 3.5%

保健衛生・社会事業 542 8.9% 8.7% 9.0%

その他のサービス 233 3.8% 3.7% 3.8%

6,122 100.0% 100.0% 100.0%

関税・消費税等 48

6,170

第２次

第３次

小計

市内総生産

川崎市

（R3('21))

出典：神奈川県「県民経済計算」【令和３(2021)年度】

名目 5兆9,580億円
実質 6兆3,663億円

（総研⇒市 11/11）
令和４(2021)の西暦を
2022に修正

※特化係数は対全国比

（総研⇒市 11/17）
特化係数が「対全国比」であるこ
とを、グラフ右上のテキストボックス
で追記しました。
一般的に「特化係数」というと対
全国比ですが、リード文を読むと、
首都圏政令指定都市を１とした
特化係数、という誤解を招くおそ
れがあります。リード文では特段
数値に言及していませんが、図-
3では数値が読み取れるグラフと
なっているので、注意書きをテキス
トボックスとして追記しました。

名目 5兆9,580億円
実質 6兆1,915億円

（総研⇒市 1/30）

市内総生産の実質値が
過去数年にわたって誤っ
ていたため修正
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5,144 

5,108 

5,060 

4,400 4,600 4,800 5,000 5,200 5,400 5,600 5,800 6,000 6,200

大阪市

浜松市

神戸市

川崎市

仙台市

名古屋市
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横浜市

京都市

政令指定都市平均

（千円）

２-１．市内産業の現状・動向
本市在住者の雇用動向
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◆ （４）有業率・離職率等

 市内の有業率は68.2％で、政令指定都市比較で最も高く、離職率は3.1％で、政令指定都市比較で最も低くなっています。
（図-４、図-５）

 雇用者一人あたり報酬額は政令指定都市の中で4位で、政令指定都市比較では平均を上回っています。（図-６）
 女性就業率、シニア（65歳以上）就業率の政令指定都市比較では平均を上回り、特に女性の就業率は政令指定都市比較で4位
で、働いている女性が多いことがわかります。 （図-７、図-８）

【図-４ 川崎市の有業率（政令指定都市比較）】

68.2%
63.7% 63.5% 63.3% 63.0% 63.0% 62.5% 62.4% 62.0% 61.8% 61.8% 61.2% 60.8% 60.6% 60.0% 59.3% 58.5% 57.7% 56.5% 55.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

川
崎
市

横
浜
市

大
阪
市

広
島
市

さ
い
た
ま
市

福
岡
市

相
模
原
市

浜
松
市

名
古
屋
市

千
葉
市

静
岡
市

京
都
市

仙
台
市

熊
本
市

岡
山
市

堺
市

札
幌
市

新
潟
市

神
戸
市

北
九
州
市

※有業率…15歳以上人口に占める有業者の割合

5.0% 4.9%

4.3% 4.2% 4.2% 4.2%
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出典：総務省「令和４年就業構造基本調査」から作成

※離職率・・・離職者の１年前の有業者に占める割合＝離職者÷（継続就業者＋転職者＋離職者）×100

出典：内閣府「県民経済計算」【平成23(2011)年度 - 令和3(2021)年度】
（2008SNA、平成27年基準計数）＜47都道府県、16政令指定都市分＞

※女性の就業率は総数に占める有業者の割合
出典：総務省「令和４年就業構造基本調査」から作成

【図-８ シニア（65歳以上）就業率】

※高齢者の就業率は総数に占める有業者の割合
出典：総務省「令和４年就業構造基本調査」から作成

【図-５ 川崎市の離職率（政令指定都市比較）】

出典：総務省「令和４年就業構造基本調査」から作成

【図-６ 雇用者一人あたりの雇用者報酬】
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【図-７ 女性就業率】

経営支援課産振班コメント
労働雇用部案件ですが、出典について
『 e-stat「令和４年就業構造基本調査」から作成』
『総務省「令和４年就業構造基本調査」 』
何か違いがあるのでしょうか？違いが無ければそろえた方が良いのでは？

（総研⇒市 11/11）
全角修正

全角修正による改行に
伴う、インデント調整

（総研⇒市 1/30）雇用者

一人当たり雇用者報酬
について、R3データに更
新、記載も変更
（大阪市に次いで2位
→政令市の中で4位）

（企画課 2/18）

中見出し、文章をファクト
ベースに修正
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◆ （５）産業関連施設・集積状況等（1/2）

 本市調査によると、市内には550を超える研究開発機関が立地し、臨海部や新川崎地区には世界最先端の研究開発拠点が形成
され、研究者や技術者が集結しています。（図-９）

 近年、大手情報通信企業が市内に本社機能の集約を図るなど、拠点形成が進展しています。

 「令和２年国勢調査」（総務省）によると、市内に居住する15歳以上就業者に占める「技術者」、またそのうちの「IT人材」（※）
の割合は政令指定都市の中で１位となっており、拠点形成に関係する人材が多く居住しています。
（※）技術者・・・職業大分類「専門的・技術的職業従事者」のうち、中分類「技術者」の総数。
（※）IT人材・・・職業中分類「技術者」のうち、小分類「システムコンサルタント・設計者」、「ソフトウェア作成者」、「その他の情報処理・通信技術者」の合計。

出典：川崎市

【図-９ 市内の産業集積状況】

国勢調査には「IT人材」という職業分類はなく、中分類「技術者」の中の小分類を

複数合わせて作った市独自の分類のため、一般的な比較ではなので、ここは、
大分類の「専門的・技術的職業従事者」でよいのでないか？

※一般用語で「技術者」というと、中小製造業で製造現場に務める方も含めてし
まうが、国勢調査では「技術者」ではなく「生産工程従事者」に分類されるため、
一般用語と統計用語は使い分けをしっかりしたほうが良い

経営支援課産振班コメント

御提案の「専門的・技術的職業従事者」でも悪くないと思いますが、中分
類 10－情報処理・通信技術者の人数が特化して多いのであれば中分類
の『情報処理・通信技術者』の方が元の文意を損なわないのでは

（総研⇒市 10/31）

本文の「臨海部や新川
崎には」は「臨海部や新
川崎エリアには」などとし
なくてよいか。⇒OK

（総研⇒市 11/11）
下記の点修正
〇「市内で働いている人のうち」
→国勢調査は居住者に関する調査なので、「市内
で働いている人のうち」という記載はミスリード。
「市内に居住する15歳以上就業者に占める」に変更
〇「人数（千人あたり）」
→割合に直しても同じなので記載を変更
〇「技術者」「IT人材」の説明を詳述

〇※の注記が収まらないため文字サイズは小さくし
ています。

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ

（総研⇒市 11/11）

「新川崎エリア」について、
他ページでは「新川崎地
区」の表記も見られるが、
問題ないか（概要版も）
→企画課コメント
新川崎地区に修正

（総研⇒市 11/17）
「550」の出所は貴市調査でしょ
うか。「本市調査によると」を冒頭
に追記することが考えられます。

（総研⇒市 11/17）
産業拠点の文脈の中で、就業
者の話が出てきています。産業拠
点との関連性について言及しては
どうかと指摘が入りました。文末を
以下のように修正してはいかがで
しょうか。

「政令指定都市の中で１位とな
ります」⇒「政令指定都市の中で
１位となっており、拠点形成に関
係する人材が多く居住していま
す」

（企画課 2/18）

集積図を局長指示により
最新版に修正。
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◆ （５）産業関連施設・集積状況等（２/2）

 市内には官・民により整備された研究開発拠点が数多く形成され、ディープテック分野をはじめとした最先端の分野において、官・民に
よる先端的な取組が多く展開されています。（図-10）

 新川崎・創造のもりは延床10,000㎡超のラボスペースを備え、約50社のスタートアップ企業等が入居しています。

出典：川崎市

【図-10 市内の研究開発拠点の立地状況】

※イメージパース内の周辺建物は、Vexcel Imaging US社の都市モデルを使用しています。

（企画課 2/18）
KBIC就労人数追記
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◆ （６）本市で創出される多様な価値（1/2）

 本市ではさまざまな活動の担い手が、連携・共創の基盤を活かして、次世代の育成やつながりの創出、地域ブランド、安心の生活
環境づくりなど、本市ならではの多様な価値を創出しています。

○市民と産業界のつながりの創出

○各種認証・認定制度を通じた企業・人材価値の向上

住宅と工場が混在する高津区久地・宇奈根・下野毛地区及び中原区
宮内地区で、ものづくりへの理解を深めるための工場見学イベント（オープ
ンファクトリー）の実施や、農体験や若手農業者との交流を図るイベント
（ファーマーズクラブ）の実施等、市内事業者と市民との交流を通じ、都市
部で事業を営むことへの双方の理解促進に取り組んでいます。

オープンファクトリー ファーマーズクラブ

市内中小製造業などが生み出した優れた製品・技術を広く国内外に
アピールし、販路拡大を支援することを目的として実施している「川崎もの
づくりブランド」や、自立支援の理念に沿った革新的な福祉製品を認証し
活用につなげる「かわさき基準（KIS）」など認証制度を通じて川崎のもの
づくり・イノベーションを支援しています。
また、一定年数勤続した従業員等を表彰する「川崎市商工業従業員
永年勤続者表彰」のほかに、極めて優れた技術・技能を発揮して産業の
発展や市民生活を支えている方々を「かわさきマイスター」に認定するなど、
技術の奨励・継承、後継者育成に取り組んでいます。

○安心の生活環境づくり

本市商店街における街路灯、防犯カメラの整備の支援に取り組んでいる
ほか、大震災時、一時避難するための空間としての役割を果たす、市民
防災農地の登録制度の活用を通じ、市民が安心できる環境づくりに取り組
んでいます。
また、消費者を取り巻く社会経済環境の変化に伴い、複雑化かつ深刻
化する消費生活に関する問題に対応するため、消費者被害の防止、救済
及び消費者教育にも取り組んでいます。

商店街の街路灯 市民防災農地

川崎市消費者行政センター
キャラクター「てるみ～にゃ」

10/1消費者修正
（修正前）多様化かつ複雑化
（修正後）複雑化かつ深刻化
※推進計画の表現と統一するため

○次世代の担い手の育成

Kawasaki Quantum Summer Camp

将来の産業界を担い、世界で活躍できる人材を育成することを目的とし
て、市内の小・中学生を対象に、現役起業家や、技術者等との交流を
通じ、起業家精神を学ぶことができる、アントレプレナーシップ教育プログラム
（かわさきジュニアベンチャースクール）の実施や、市内の高校生を対象に、
日本IBMや東京大学の研究者を招き、量子関連技術を学ぶことで、
量子ネイティブ人材の輩出のきっかけとなる取組（量子サマーキャンプ）を
行うなど、将来の産業界を担う子供たちへの人材教育を行っています。

かわさきジュニアベンチャースクール
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◆ （６）本市で創出される多様な価値（2/2）

 本市では、大企業等が保有する特許等の知的財産を中小企業に紹介し、連携・共創することで新たな価値を創出する取組や、
地域が一体となった公共空間を活用したイベントの開催等の取組が進んでいます。 （図-11）

 また本市では、そうした取組を担う事業者・起業家等のさまざまなニーズに対応できるよう、多様な支援機関等がサポートをしています。

○市内に立地するさまざまな産業支援機関等
本市には事業者や労働者のさまざまなニーズに応じた支援機関が立地しており、
機関同士が連携することで、地域全体の産業振興・雇用創出につながる基盤
があります。（主な支援機関）
● 川崎商工会議所
⇒ 経営指導、融資、セミナー等を通じ、市内地域の活性化を支援
● 地域密着型の金融機関
⇒ 融資、経営相談、地域イベント等の実施、幅広いネットワークによる支援
● 川崎市産業振興財団
⇒ 経営相談・技術支援・販路開拓・海外展開・人材育成等、総合的に支援
● 起業家支援拠点「K-NIC」
⇒ 主に研究開発型スタートアップ向けに、起業・創業や起業後の成長を支援
● 川崎市海外ビジネス支援センター「KOBS」
⇒ 個々の市内事業者の状況に応じた海外展開伴走支援

○大企業と中小企業の連携の創出

本市には全国を代表する大企業が数多くあり、そこで生まれる特許の中には
製品化に至らないものもあります。
そこで、本市では地域産業活性化を目指し、大企業・研究機関が保有する
開放特許等の知的財産を中小企業に紹介し、中小企業の製品開発や技術
力の高度化、高付加価値化を支援する知的財産マッチング事業に取り組ん
でいます。
川崎市産業振興財団に所属する知的財産コーディネーターが、マッチングか
ら契約交渉、事業化まで、おせっかいと言われるほど一貫してサポートするのが
特徴です。
令和7(2025)年3月末時点で成約48件、製品化34件と次々と自社
製品が誕生しています。

【図-11 知的財産マッチングのスキーム】

○イベント等での市内公共施設・空間の利活用

本市のさまざまな場所で行われるイベントにおいて、市内の公共施設・空間を
活用する取組が行われています。「かわさき市民祭り」ではメイン会場である
富士見公園と隣接する川崎競輪場も会場となるなど、地域一体となって、
賑わいの創出に取り組んでいるほか、地域関係事業者等による駅前空間を活
用したマルシェや飲み歩きイベントなどの開催により、飲食店等個店同士のつな
がりや地域の活動の発表の場としても活用されています。

「しんゆりフェスティバル・マルシェ」「かわさき市民まつり」

（総研⇒市 10/31）

いずれも出典記載不要
か→OK
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◆ （７）本市の地理的優位性

 本市は首都圏各地へのアクセスが容易であることから商業や業務機能の集積が進んでいます。また、羽田空港との近接性を活かして、
地域経済を活性化させるための取組を進めています。 （図-12、図-13）

○首都圏の中心部にある立地優位性 ○羽田空港との近接性

本市は、陸海空のいずれのアクセスにも恵まれた交通のハブとして、大消
費地である首都圏の中心部に位置しており、これまで京浜工業地帯の
一翼を担いながら、我が国のものづくりを代表する国際的な都市として
発展してきました。
その過程で、臨海部を中心に優れた技術力を有する大企業やそれを
支える中小企業、研究開発機関などの集積が進みました。
また、東京や横浜へのアクセスが容易なことから、人口集中が進み、川崎
駅や武蔵小杉駅などの交通結節点を中心に商業や業務機能の集積も
進んでいます。

本市は羽田空港に近接し、京急川崎駅から同空港までの所要時間が
約20分という立地であり、海外のさまざまな都市へのアクセス性の高い環境
となっています。
令和４(2022)年には羽田空港と本市殿町３丁目地区との間を結ぶ
「多摩川スカイブリッジ（羽田連絡道路）」が開通したことで、地域経済を
活性化させるための取組が進んでいます。
今後は、国道357号の整備も進められるなど、本市における羽田空港へ
の交通利便性の更なる向上が期待されます。

出典：川崎市ホームページ「川崎周辺の路線図」 出典：国土交通省関東地方整備局東京空港整備事務所「空港の概要」より
「羽田空港の国内線・国際線ネットワーク（2025年の夏ダイヤ）」

【図-12 川崎市へのアクセス】 【図-13 本市に隣接する羽田空港における国際線ネットワーク】

出典：独立行政法人都市再生機構ホームページ
「殿町３丁目目地区における拠点整備 羽田空港の国際線ネットワーク」
【平成30年(2018)年8月現在】

羽田空港の就航都市
2025年夏ダイヤ
https://www.pa.ktr.mlit.go.j
p/haneda/haneda/01-
gaiyou/index.html

就航都市図を更新（浜
銀10/21）

（総研⇒市 11/11）

【要確認】羽田空港との
近接性の最終段落は、
上部リード文の後半と完
全重複しているがよいか。

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ

https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/01-gaiyou/index.html
https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/01-gaiyou/index.html
https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/01-gaiyou/index.html
https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/01-gaiyou/index.html
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◆ 人口減少による国内需要の減少及び労働力不足の深刻化（図-14）

 本市の総人口は令和17(2035)年の159.3万人をピークに減少に転じることが見込まれます。

 生産年齢人口（15～64歳人口）は令和12(2030)年をピークに減少に転じることが見込まれます。

 全国的には既に人口減少局面に入っており、国内需要の減少や労働力不足の深刻化が懸念されます。

◆ 経営者の高齢化及び後継者不足

 神奈川県内の社長の平均年齢は平成２(1990)年と令和６(2024)年を比較して7.6歳上がっています。

 中小企業における後継者不在率は減少傾向にありますが、引き続き、後継者問題は中小企業にとって重要な課題となっています。

（図-15）

出典：川崎市「川崎市総合計画の改定に向けた将来人口推計」

※ここでの「中小企業」とは、中小企業基本法に定める「中小企業者」のことを指す。
なお、企業規模は企業概要ファイルの情報に基づき分類している。

※「全体」については、経営者年齢の情報がない企業も含んだ中小企業数に対する
割合を示している。

出典：中小企業庁「2025年版中小企業白書」
同庁が（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」及び
「信用調査報告書」を再編加工したもの
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【図-14 川崎市の将来人口推計】 【図-15 中小企業における後継者不在率の推移（経営者の年代別）】

企画課
記載内容について
要確認

浜銀総研
今から見て、感覚が長
い？
たしかに昔から持ってきたほ
うが年齢の上り幅は大きく
なると思いますが、2000
年くらいでもよいのでは？
↓
2000年だと4.4歳。

社長の平均年齢最新値
に更新（前年と同じだっ
た）要検討。

浜銀総研
に⇒の に修正した方が良
い ⇒修正済

（総研⇒市 11/17）
「国内需要の減少」を説明するた
めに、冒頭に「全国的に既に人
口減少局面に入っており、」と追
記してはいかがでしょうか。
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２-2．本市を取り巻く社会経済環境の変化
（１） 労働力不足と後継者不足の深刻化

20

◆ オープンイノベーションによる新しいビジネスの創出（競争力の強化）

 市内・国内需要の減少が見込まれる中で、スタートアップへの支援等を通じてオープンイノベーションを推進し、新しいビジネスを創出し、
市内企業の競争力を強化することが求められています。

◆ 生産性向上の推進による人手不足の緩和と経済成長の両立

 市内事業所経営実態調査では、「人材を十分に確保できている」と回答した事業所は7.6%にとどまり、多くの企業で人材不足が顕著に
なっています。今後、生産年齢人口が減少していく中で、生産性向上を進め、持続的な経済成長をめざしていくことが課題となっています。
（図-16）

◆ 人材への投資（産業構造の転換に柔軟に対応できるスキルアップ）

 景気動向や技術革新等に伴い、企業で必要とされる人材が変化し、雇用のミスマッチが顕在化しています。

 雇用欠員判断D.Iは令和３(2021)年12月以降、全産業分類で不足のまま推移しており、リスキリングのほか、女性、高齢者、障がい
者、外国人（留学生含む）などが働きやすく、また、雇用しやすくなるような環境整備が求められます。（図-17）

出典：日本銀行「企業短期経済観測調査」

出典：内閣府「令和６年度 年次経済財政報告」

【図-16 人手不足への対応策（全規模・全産業ベース）】

0.8

9.9

4.8

0.0

6.4

11.4

6.2

6.7

8.3

18.4

12.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

建設業(n=125)

製造業(n=101)

情報通信業(n=42)

運輸業、郵便業(n=40)

卸売業、小売業(n=173)

不動産業、物品賃貸業(n=114)

学術研究、専門・技術サービス業(n=65)

宿泊業、飲食サービス業(n=90)

生活関連サービス業、娯楽業(n=72)

教育、学習支援業(n=38)

医療、福祉(n=133)

全産業平均：

7.6％

出典：川崎市「令和６年度市内事業所経営実態把握調査」

【図-16 人材を「十分に確保できている」と回答した事業所の割合（産業大分類別）】

宿泊・飲食サービスでは、
人手不足状況が

時期によって大きく変動
人手不足状況は業界により
大きく異なり、製造業よりも
建設、運輸・郵便業や

対個人サービスで状況は深刻

11/4 浜銀総研⇒市
図16のタイトルの文字が
小さくなっていますが、２行
にするなどして、できればそ
ろえたほうがいいような気が
します（川崎市がOKとい
うのであれば不問）

（総研⇒市 11/11）

【要確認】「◆生産性向
上の～」の２行目：「持続
的な経済成長をしていく」
⇒「持続的な経済成長を
実現する」or後半「目指し

ていく」などとしてはいか
がでしょうか。

（企画課回答）「目指して
いく」に修正します

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ

【図-17 産業別の雇用欠員判断D.Iの推移（「過剰」-「不足」、%ポイント）】
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(n=1,535)

R5('23)
(n=1,013)

R4('22)
(n=543)

全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる

全社戦略に基づき、一部の部門においてDXに取組んでいる

部署ごとに個別でDXに取組んでいる

取組んでいない

創業よりデジタル事業をメイン事業としている

わからない
令和６(2024)年度調査は「創業よりデジタル事業をメイン事業としている」の選択肢なし
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２-2．本市を取り巻く社会経済環境の変化
（２） デジタル技術や最先端技術の普及

◆ デジタル技術の進展（図-18、図-19）

 情報社会（Society 4.0）に続く、「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決
を両立する人間中心の社会」としてSociety5.0が第５期科学技術基本計画（平成28(2016)年閣議決定）で提唱されています。

 AIやIoT、5G、XR、メタバース、クラウド技術、ビッグデータ等の活用が企業だけでなく国民一人一人にも普及し、産業構造や企業活
動、市民生活が大きく変革しています。

 DX推進は単なる技術導入に留まらず、企業のビジネスモデル、組織文化、働き方そのものを変革する重要な経営課題となっており、
企業規模を問わずDX推進が求められています。

 企業におけるDXの取組も進展し、これらにより、生産性向上や新たな価値創出が進むことが期待されています。

【図-18 企業におけるDXの取組状況（経年変化比較）】 【図-19 企業におけるDXを推進する人材の確保状況
（経年変化比較）】

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2025」

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2025」

0.1

0.4

1.3

4.5

4.2

9.6

26.6

23.6

33.9

58.5

62.1

49.6

10.3

9.7

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6('24) (n=1,191)

R5('23) (n=745)

R4('22) (n=375)

やや過剰である 過不足はない やや不足している 大幅に不足している わからない

DXへの取組状況の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門に

おいてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でDXに取組んでいる」と回答した企業が対象

（総研⇒市 11/11）
「□AIやIoT～」の１行目

後半にある「国民一人一
人にも普及し」or後半「普

及しており」が日本語とし
ては正しいです。

（企画課回答）普及し、に
修正します

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ
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２-2．本市を取り巻く社会経済環境の変化
（２） デジタル技術や最先端技術の普及

◆ デジタル人材とリスキリング（図-20）

 デジタル技術の進展やニーズの高まりに伴い、デジタル格差やセキュリティ課題、デジタル人材の不足といった問題も顕在化されてきており、
リスキリングによるデジタル人材不足緩和への期待が高まっています。

◆ 量子技術の進展（図-21）

 世界的に量子技術の実用化・産業化が進められている中で、我が国では量子技術イノベーション会議が「量子産業の創出・発展に向けた
推進方策」を令和６(2024)年に策定し、利用環境の整備強化やスタートアップ等の創業・成長支援の強化等の方針が示されています。

 本市においても、市内の大企業や中小・スタートアップ企業が量子技術や量子コンピューターの部材開発等に取り組んでいるとともに、市内
全域での量子分野のイノベーション創出をめざした「量子イノベーションパーク」の形成に向けて、中核拠点である新川崎・創造のもりへの新
たな拠点の整備が進められており、市内への量子技術プレイヤーの更なる集積が期待されます。

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2025」を加工

出典：内閣府「量子エコシステム構築に向けた推進方策概要（令和７年５月30日量子
技術イノベーション会議）」より抜粋

【図-21 量子エコシステム構築に向けた推進方策】

出典：厚生労働省ホームページ「キャリア形成リスキリング推進事業」より抜粋

51.5%

41.7%

42.7%

44.7%

28.8%

18.6%

3.1%

42.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

DXに取組むための知識や情報が不足している

DXに取組むためのスキルが不足している

DXの戦略立案や統括を行う人材が不足している

DXを現場で推進、実行する人材が不足している

DXに取組むための予算が不足している

ITシステムのレガシー刷新が困難である

事業を開始したばかりで、改革に取組む段階ではない

自社がDXに取組むメリットがわからない

R6('24)年度(n=295)

（総研⇒市 11/11）

表題の「（２）デジタル～」
を「（２）デジタル～」と半
角スペースを挿入

（総研⇒市 11/11）

量子技術の□２つめの２
行目「目指した」を「めざ
した」に、３行目「さらな
る」を「更なる」に修正

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ

【図-20 DXに取り組んでいない理由】
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２-2．本市を取り巻く社会経済環境の変化
（３） 循環共生型社会の実現に向けた経営環境の変化

◆ 脱炭素化・カーボンニュートラルの実現に向けた取組

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が令和３(2021)年に「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには
疑う余地がない。」と初めて断定し、温室効果ガスの排出が止まらない限り、気温は上昇をし続けると予測しています。

 気候変動に起因するとされる異常気象等が従前よりも高い頻度で発生するようになり、世界的に気候変動への対策の機運が高まって
きています。さらに、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（GX推進法）」の制定など、脱炭素化やカーボ
ンニュートラル（温室効果ガスの実質ゼロ排出）達成をめざす動きが企業レベルでも求められるようになってきています。

 サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量が企業価値に影響を与えることから、中小企業を含むサプライチェーン全体の企業の脱炭
素経営を促進することが求められています。（図-22）

◆ GXやESG投融資への注目の高まり

 脱炭素化やカーボンニュートラル等に対する企業の取組への期待・要請が高まっているなかで、そのような取組をビジネスの枠組で捉える
GX（グリーン・トランスフォーメーション）や、企業の取組を評価するESG投融資への注目が高まってきています。（図-23）

 一方で、特に中小企業にとっては、経営者の課題の中で脱炭素化やESG投融資の必要性を感じているものの優先度は決して高くな
いものとなっています。

出典：日本商工会議所・東京商工会議所「「2025年度中小企業の省エネ・脱炭素
に関する実態調査」集計結果」より作成

35.7%

34.5%

26.0%
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7.1%

6.9%

4.2%

4.2%

3.7%

3.7%

31.1%

0% 10% 20% 30% 40%

省エネ型設備への更新・新規導入

運用改善による省エネの推進

エネルギー使用量・温室効果ガス排出量の把握・測定

自家消費型太陽光発電設備の導入

脱炭素関連ビジネスの展開

（脱炭素につながる製品・サービス・技術の開発や販売等）

環境関連の認証制度

（中小企業版SBT、RE Action、エコアクション21等）の取得

環境ブランディング

（脱炭素の取り組みによる自社製品やサービスの差別化）

再エネ100%等のCO2フリー電力・

CO2フリーガスプランの利用

カーボン・オフセット（非化石証書やJ-クレジット制度による

温室効果ガス排出削減量の購入・売却等）

その他

取り組みは行っていない

出典：環境省ホームページ「グリーンファイナンスポータル」より抜粋

【図-22 中小企業における脱炭素に関する取組内容】 【図-23 国内のサステナビリティ・リンク・ローン（※）の融資額及び融資件数（累積）】
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定し、その達成度合いと融
資条件が連動するローン

（総研⇒市 11/11）
GX、ESGを半角に修正

図22のキャプション「取
組み」を「取組」に修正

図22と図23のキャプショ

ン裏の水色図形の幅を
修正

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ
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２-2．本市を取り巻く社会経済環境の変化
（３） 循環共生型社会の実現に向けた経営環境の変化

◆ サーキュラーエコノミーの推進（図-24）

 「サーキュラーエコノミー（循環経済）」が世界的に注目されています。これは、従来の3R（リデュース・リユース・リサイクル）に加え、
資源を効率的に循環させることで、持続可能な社会の形成と経済成長を両立させる経済システムです。

 資源を安定的に調達することのリスクや、廃棄物の処分能力、長期的に「選ばれる」製品・サービスといった点から、循環型社会形成に
も寄与すると考えられています。

 一方で、個々の主体での取組だけでは経済合理性を確保することが難しいことから、サーキュラーエコノミーに野心的・先進的に取り組む、
国、自治体、大学、企業・業界団体、関係機関・関係団体等で構成される「サーキュラーパートナーズ」が令和５(2023)年に立ち上
げられ、今後の動向が注目されます。

◆ 生物多様性の主流化に向けた取組（図-25）

 ネイチャーポジティブ（自然再興）とは、「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させること」です。これからは
自然環境保全の取組だけでなく、生物多様性を減少させ続けてきたこれまでの生産や消費のあり方を根本から変革するような、経済社
会の変革及び政策を組み合わせていくことが必要です。

 我が国では、「生物多様性国家戦略2023-2030」を閣議決定し、2030年ミッションとして「2030年ネイチャーポジティブ」を掲げるとと
もに、令和６(2024)年に「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」を策定し、企業のネイチャーポジティブ経営への移行が求められています。

出典：環境省「令和３年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」

「循環経済への移行は、企業の事業活動の持続可能性を高めるため、
ポストコロナ時代における新たな競争力の源泉となる可能性を秘めており、
現に新たなビジネスモデルの台頭が国内外で進んでいます。」

出典：環境省「令和７年版環境・循環型社会・生物多様性白書」

【図-25 脱炭素、ネイチャーポジティブ、循環経済に向けたシナジー】【図-24 サーキュラーエコノミー】

循環経済、自然再興、炭素中立等といった個別分野の環境政策を統合的に実施し、シナジーを
発揮させ、経済社会の構造的な課題の解決に向け横断的に取り組んでいく必要があります。

（総研⇒市 11/11）

キャプションのセンタリン
グ

（総研⇒市 11/11）
全角修正

（総研⇒市 11/11）

表題の番号と文字の間
に半角スペース挿入

（総研⇒市 11/17）
１文が長くなっています。また、
「これは」は「これからは」の方が適
切と考えます。

反転させること」で、これは自然環
境保全の～

を

反転させること」です。これからは
自然環境保全の～

と修正されてはいかがでしょうか。




